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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益は、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 従業員数欄の(外書き)は臨時従業員(パートタイマー、常用パート)の当該期間平均雇用人員であります。 

なお、第４期中間連結会計期間については、平成17年９月30日付をもって連結の範囲から除外した楽陽食

品㈱の臨時従業員は含まれておりません。 

  

  

第一部 【企業情報】

回次 第２期中 第３期中 第４期中 第２期 第３期

会計期間

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 88,879 91,723 86,160 180,914 179,262

経常利益 (百万円) 271 1,275 5,016 3,089 5,024

中間(当期)純利益 (百万円) 59 945 1,786 1,460 2,258

純資産額 (百万円) 52,342 54,568 57,707 54,064 55,823

総資産額 (百万円) 141,375 144,571 138,013 136,199 136,816

１株当たり純資産額 (円) 312.71 326.15 345.11 323.05 333.44

１株当たり中間(当期)純
利益

(円) 0.40 5.70 10.72 8.72 13.19

潜在株式調整後１株 
当たり中間(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 37.0 37.7 41.8 39.7 40.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,725 △4,719 4,749 10,427 10,752

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,773 △4,370 △4,775 △6,952 △7,486

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,743 11,905 △340 △6,544 △75

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(百万円) 4,904 7,436 7,280 4,621 7,811

従業員数 (名)
1,327
(301)

1,256
(292)

1,134
(95)

1,325
(299)

1,220
(273)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 提出会社は、平成16年７月１日に子会社である㈱ホーネンコーポレーション、味の素製油㈱、吉原製油

㈱、日本大豆製油㈱を吸収合併しており、第２期までの上記の数値には、合併した各事業会社の数値を含

んでおりません。 

２ 営業収益又は売上高には消費税等は含まれておりません。なお、第2期の金額は営業収益を、第3期よりの

金額は売上高を表示しております。 

３ 提出会社の１株当たり情報については、第五号様式記載上の注意(4)bのただし書きにもとづき省略してお

ります。 

４ 従業員数欄の(外書き)は臨時従業員(パートタイマー、常用パート)の当該期間平均雇用人員であります。 

  

回次 第２期中 第３期中 第４期中 第２期 第３期

会計期間

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

営業収益又は売上高 (百万円) 920 42,599 79,038 2,312 123,067

経常利益 (百万円) 341 707 3,922 1,003 3,385

中間(当期)純利益 (百万円) 339 644 992 822 1,491

資本金 (百万円) 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

発行済株式総数 (千株) 167,542 167,542 167,542 167,542 167,542

純資産額 (百万円) 54,329 56,533 58,317 54,389 57,302

総資産額 (百万円) 56,494 138,955 132,030 59,215 130,823

１株当たり 
中間(年間)配当額

(円) 2.50 2.50 3.00 5.00 6.00

自己資本比率 (％) 96.2 40.7 44.2 91.9 43.8

従業員数 (名) 70
1,011
(100)

953
(83)

68
1,028
(84)



２ 【事業の内容】 

当社グループ(当社及び当社の関係会社)は、㈱J－オイルミルズ(当社)、子会社13社、関連会社6社によ

り構成され、製油関連事業を中心に事業活動を展開しております。なお、製油関連事業は主に油脂、ミー

ル、飼料、スターチの製造、加工、販売を行っており、その他の事業は主に栄養補助食品、化成品の製

造、加工、販売、ならびに不動産賃貸を行っております。 

なお、事業区分は、事業の種類別セグメントと同一であります。 

事業の系統図は次のとおりであります。 

  

 

  

※１．平成１７年９月３０日付をもって、子会社の楽陽食品㈱を売却したため連結の範囲から除外しております。 

※２．日華油脂㈱は、平成１７年４月１日付をもって子会社の西部日華商事㈱を吸収合併しております。 

  



３ 【関係会社の状況】 

(1) 除外 

楽陽食品㈱(連結子会社)は、平成17年9月30日に㈱篠崎屋に全株式を売却したため関係会社に該当し

なくなりました。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当連結グループから当連結グループ外への出向者を除き、当連結グループ外から当連結グルー

プへの出向者を含む就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書き)は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員であります。なお、平成17年９

月30日付をもって連結の範囲から除外した楽陽食品㈱の臨時従業員は含まれておりません。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

 
(注) 従業員数欄の(外書き)は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係については、特に記載すべき事項はありません。 

  

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

製油関連事業 953 ( 73)

その他の事業 91 ( 16)

全社(共通) 90 (  6)

合計 1,134 ( 95)

従業員数(名) 953 ( 83)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間のわが国経済は、世界経済の着実な回復に伴い、企業収益が大幅に改善したこ

と、個人消費も緩やかながら増加したこと等により、堅調に回復しましたが、一方では、原油価格の高

騰や金利の動向など今後の不安定要因を抱えている状況と言えます。 

  製油産業におきましては、主原料である大豆の国際相場が、南米産大豆の供給不安、中国の旺盛な需

要に加え、北米での降雨不足による作柄悪化懸念から一時１ブッシェル当たり７～８米ドル近くまで高

騰しましたが、その後の天候回復、需給改善見通しから９月末には同６米ドル割れとなる値動きの激し

い展開となりました。また、もうひとつの主要原料である菜種についても概ね大豆と連動した値動きと

なり、一時は１トン当たり３２０加ドルまで上昇した後、９月末には同２５０加ドル台となりました。

  このような状況のもと、当社は６月に前社長・嶋 雅二が代表取締役会長に、前副社長・佐々木晨二

が代表取締役社長に就任し、新たな経営体制をスタートいたしました。第一期中期経営計画（平成１６

～１８年度）の２年目にあたり、目標である３年間で１２０億円の収益改善達成のため、生産・物流の

コストダウン施策では３月に神戸第二工場の精製・充填設備を神戸第一工場に機能集約したのに続き、

９月には熊沢工場（四日市市）を閉鎖し、生産・物流拠点の集約による効率化を一層進めました。一方

では、付加価値を高めるべくさまざまな施策に取り組むとともに、商品開発や営業戦略面において技術

力や提案力のシナジー効果を発揮し、より質の高い営業展開を進めてまいりました。また、連結子会社

においても、各々同じ期間とする経営計画を策定し収益改善に努めました結果、堅調な業績を達成して

連結業績に貢献を果しております。 

  なお、上述いたしました生産・物流コストダウン施策の実行に伴い、生産拠点再編費用として特別損

失１５億円を計上しております。 

  以上の結果、当中間連結会計期間の連結業績につきましては、売上高８６１億６０百万円（前年同期

比６．１％減）、経常利益５０億１６百万円（前年同期比２９３．２％増）、中間純利益１７億８６百

万円（前年同期比８８．９％増）となりました。  

  

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

  

（製油関連事業） 

  油脂部門においては、国内における食用油の需要が横ばいで推移する中、不安定な原料相場や輸入油

の台頭など変化の激しい事業環境下での運営となりました。 

 このような環境のもとで一層のコスト競争力強化を図るため、神戸第二工場精製・充填設備の神戸第

一工場への機能集約及び熊沢工場（四日市市）閉鎖により、生産・物流拠点を集約する一方で、製品開

発力強化と提案・技術支援型の営業力強化に努めました。 

 家庭用部門では、拡大するキャノーラ油市場において新商品「さらさらキャノーラ油」を上市し積極

的な広告投入により、大幅に販売量を増やしました。また、特定保健用食品の「健康サララ」の順調な

販売も寄与し、家庭用部門は増収増益となりました。業務用部門では、高付加価値商品の機能油「Ｆｒ

ｙ Ｕｐ」シリーズと風味油「Ｓａｖｏｒ Ｕｐ」シリーズを強化するため商品アイテムを増やしたこと

により、売上を伸ばしました。また、業務用部門の基盤を支える汎用油も安定した販売量を確保するこ

とができ業務用部門は増益となりました。 



油糧部門においては、主力商品である大豆ミールは、配合飼料用の平均配合率が堅調に推移し、販売

数量は前年を上回りました。しかしながら、海外相場の下落に伴い国内販売価格も値下がりし、売上高

は前年同期より減少いたしました。一方菜種ミールも国内需給要因から堅調な値動きとなりましたが、

平均配合率は若干の減少となり、販売数量は前年をやや下回りました。 

 スターチ部門においては、主な需要先であるビール業界にて発泡酒等へのシフトが進んだことに伴

い、国内需要が減少しております。これに対し、ビール以外の菓子など食品用販路で拡販したことによ

り、売上高はほぼ前年並みを確保いたしました。 

 飼料部門においては、配合飼料の需要は若干増加しましたが、当社の注力する乳牛用は、ほぼ前年並

みで推移いたしました。部門全体の売上高は、販売価格が前年同期を下回ったこと、販売数量が減少し

たことにより前年同期より減少いたしました。 

 以上の結果、当事業の売上高は７８２億３２百万円（前年同期比５．８％減）、営業利益（消去又は

全社費用控除前）は６６億５０百万円（前年同期比１３５．０％増） となりました。 

  

（その他の事業） 

  化成品部門においては、当部門の主たる製品の需要家である国内建材メーカーにおいて、今上期の住

宅着工数増加は主にマンション建設増加要因によるため建材需要拡大に繋がらず、一方で製品生産能力

の増強による供給過剰となったことにより建材市況の低迷を招いたことから、当部門としましても厳し

い状況で推移いたしました。化学品基礎原料は原油高騰を受けた原料メーカーの度重なる値上げによ

り、大幅なコストの上昇を余儀なくされるという厳しい結果となりました。 

 健康食品部門においては、健康食品市場は拡大している一方、参入するメーカーも増え競争は激化し

ております。当社は、新商品「豊年ＣｏＱ10＆リコピン」、「豊年グルコサミン＆コラーゲン顆粒」を

発売し好評をいただきました。ヒアルロン酸やコエンザイムＱ10が話題になったこともあり、全体では

当初の販売目標を達成いたしました。 

 なお、チルド部門におきましては、９月３０日付けで連結子会社である楽陽食品株式会社を株式会社

篠崎屋に売却いたしました。 

 以上の結果、当事業の売上高は７９億２８百万円（前年同期比８．３％減）、営業利益（消去又は全

社費用控除前）は４億２０百万円（前年同期比１５．３％減）となりました。 

  

（注） 事業の種類別セグメントについては、第５ 経理の状況 １（1）中間連結財務諸表 注記事項

（セグメント情報）事業の種類別セグメント情報 当中間連結会計期間の（注）４に記載の通り、

事業区分を変更しております。このため、当該項目における売上高並びに営業損益の前年同期比に

ついては、前中間連結会計期間分を遡及修正した金額にもとづき算出しております。 



(2) キャッシュ・フローの状況 

(単位：百万円) 

 
  

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末と比べ５億３０百万円減少

し、７２億８０百万円となりました。 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同期に比べ９４億６９百万円増加し、４７億４９百万円

となりました。この主な要因は、税金等調整前中間純利益、減価償却費などが増加したことによるもの

です。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、前年同期と比べ４億５百万円支出額が増加し、４７億７５百

万円のマイナスとなりました。この主な要因は、神戸第一工場への機能集約による設備投資によるもの

です。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、前年同期と比べ１２２億４６百万円減少し、３億４０百万円

のマイナスとなりました。この主な要因は、営業キャッシュ・フローの改善に伴い短期借入金の返済を

３８億１０百万円行うとともに、生産拠点再編等の設備投資のため、シンジケーション形式による長期

借入金を５０億円調達したことによるものです。資金調達を短期から長期にシフトすることにより、財

務安定性が向上いたしました。  

  

科目 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

営業活動によるキャッシュ・フロー △4,719 4,749 10,752

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,370 △4,775 △7,486

財務活動によるキャッシュ・フロー 11,905 △340 △75

現金及び現金同等物に係る換算差額 - - -

現金及び現金同等物の増減額 2,815 △367 3,190

子会社合併に伴う 
現金及び現金同等物の増加高

- 0 -

連結子会社除外に伴う 
現金及び現金同等物の減少高

- △164 -

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

7,436 7,280 7,811



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当中間連結会計期間より、事業の種類別セグメントを変更したため、前年同期比較に当たっては前中間

連結会計期間分を変更後の区分に組替えて行っております。 

(1) 生産実績 
当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりになりま
す。 

 
(注) １ セグメント間取引については相殺消去しております。 

２ 金額は製造原価によっております。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  
(2) 受注実績 
当連結グループは受注生産を行っておりません。 

  
(3) 販売実績 
当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりになりま
す。 

 
(注) １ セグメント間取引については相殺消去しております。 

２ 主な相手先の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割合 
  

 
３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

製油関連事業 59,889 △13.9

その他の事業 1,260 △16.3

合計 61,149 △14.0

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

製油関連事業 78,232 △5.8

その他の事業 7,928 △8.3

合計 86,160 △6.1

相手先
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

味の素株式会社 23,855 26.0 21,704 25.2



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更およ

び新たに生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

  平成17年９月30日付けにて、当社、当社の連結子会社である㈱Ｊ－ビジネスサービス、および㈱篠崎

屋との間で、㈱Ｊ－ビジネスサービスが保有する楽陽食品㈱の全株式を㈱篠崎屋に譲渡することを定め

た「株式譲渡契約書」を締結いたしました。これにより、楽陽食品㈱は、当社の連結対象外となりまし

た。 

  



５ 【研究開発活動】 

当連結グループの研究開発活動は、当社、豊年リーバ㈱および㈱Ｊ－ケミカルで行っております。 

 当社においては、油脂研究所、油脂加工技術研究所およびファイン・フーズ研究所の３研究所体制の

下、研究開発を実施しております。 

  油脂研究所では、油脂の基盤研究、顧客対応型も含めた商品開発、およびテクニカルサービスを行って

おります。 

  油脂加工技術研究所においては、油脂の新規の加工技術の開発ならびに加工油脂の物性・利用について

研究を実施しております。 

  ファイン・フーズ研究所においては、油糧種子のファイン成分を中心とした製法・利用開発、スターチ

の加工技術を中心とした新規素材の開発と食品への応用、さらに、生化学分野ではレクチンを中心とした

糖鎖関連の研究を行っております。 

  豊年リーバ㈱においては、製油関連事業のうち製菓・製パン向け業務用油脂の研究開発活動をはじめ、

油脂製品以外にも新規事業開拓のため研究開発に取り組んでおります。また、研究開発上のシナジー効果

を最大限発揮するため、㈱Ｊ－オイルミルズ油脂加工技術研究所と同じ静岡事業所内に新製品開発部門が

置かれています。 

  ㈱Ｊ－ケミカルにおいては、外部の研究機関とも連携をとりながら、建材用合成樹脂接着剤や表面処理

剤等、ユーザー・ニーズに的確に対応した化学品の研究開発を行なっております。 

  なお、研究開発費の総額は、７億４１百万円であります。  

  

当中間連結会計期間における事業の種類別セグメントの研究開発活動を示すと、次のとおりでありま

す。 

  

（製油関連事業） 

 当社の業務用油脂分野では、『機能性の向上』と『美味しさ向上』を課題に取り組み、機能性の向上に

おいてはパーム油の加熱時の着色を抑えた「FryUp」700シリーズ、フライ油に花咲性を付与しフライの食

感が改善された花咲き油３種を上市いたしました。美味しさ向上では油調理の新しい価値を提案する風味

油「SavorUp」シリーズに「えび油」と「ソテーオニオンオイル」を新規開発し上市いたしました。 

 当社の家庭用油脂分野では、近年消費者の嗜好が高いキャノーラ油の品質向上を検討し、「さらさらっ

と軽い風味」の「さらさらキャノーラ油」をキャノーラ油のリニューアル品として上市いたしました。ま

た同時に業務用でもキャノーラ油を「さらさらキャノーラ油」として発売いたしました。 

 当社のスターチ分野では、新食感提案の新製品素材の「もちチップ」の開発を行い、製粉・ベーカリー

向けに提案をスタートし、高い評価をいただいております。 

 豊年リーバ㈱では、重点製品開発分野である『安全・安心』の製品群強化を図るため、引続き新製品開

発を進めた結果、新たに植物性乳酸発酵種含有の無添加マーガリンと添加物表示不要の製パン改良剤を上

市することが出来ました。留型製品開発においても、顧客ニーズへの対応を迅速に行い、業績拡大に貢献

しました。その他海外からの製品調達を支援して、サプライチェーンの改善に大きく貢献することが出来

ました。 

 当事業の研究開発費の金額は、６億３４百万円であります。  

  

（その他の事業） 

 当社のファイン分野では、油糧種子の有効・総合利用を目指して、食用油抽出後のミールから有効成分

の製法・利用・効果等を検討し順調な進展がみられました。 

 当社の生化学分野のレクチンは、多くの植物をスクリーニングし、新たに有用機能を持つレクチン種を

数種見つけ出しました。またその利用として将来の診断薬利用の検討も進捗がみられました。  

 ㈱Ｊ－ケミカルでは、建材用途の低ホルムアルデヒド型、ノンホルムアルデヒド型接着剤の改良を中心

に、環境対応型合成樹脂の開発で成果を上げています。      

 当事業の研究開発費の金額は、１億７百万円であります。  

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

当中間連結会計期間に以下の設備を取得しました。 

 
  

当中間連結会計期間に以下の設備を除却しました。 

 
  

 (注)１ 帳簿価額の「その他」は、工具器具備品であり、建設仮勘定は含んでおりません。 

   ２ 数値は連結決算数値を使用しております。 

  

(2) 国内子会社 

当中間連結会計期間において主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(3) 在外子会社 

在外子会社はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

  

  

事業所名 
(所在地)

事業の種類別 帳簿価額（百万円）
従業員数
(名)

セグメント 設備の内容 建物及び 機械装置
その他

ソフト
合計

の名称 構築物 及び運搬具 ウェア
本社

全社
 ＥＲＰ 

ソフトウェア
－ － － 234 234 －

(東京都中央区)
千葉工場

製油関連事業
大豆・菜種搾油 

設備更新工事
85 937 － － 1,022 －

（千葉市美浜区）
横浜工場

製油関連事業
油脂精製・充填・

包装設備更新工事
50 581 1 1 633 －

（横浜市鶴見区）
静岡事業所

製油関連事業
菜種搾油設備 

更新工事
16 24 － － 40 －

(静岡市清水区他)
静岡事業所

製油関連事業
油脂精製・充填・

包装設備更新工事
69 1 － － 70 －

(静岡市清水区他)
神戸第一工場

製油関連事業
生産拠点再編 

対応工事
1,416 1,133 5 － 2,554 －

（神戸市東灘区）

事業所名 
(所在地)

事業の種類別 帳簿価額（百万円）
従業員数
(名)

セグメント 設備の内容 建物及び 機械装置
その他

ソフト
合計

の名称 構築物 及び運搬具 ウェア
熊沢工場

製油関連事業
生産拠点再編 

による除却
163 630 2 － 795 11

(三重県四日市市)
静岡事業所

製油関連事業
ドライミリング 

設備除却
14 101 － － 115 －

(静岡市清水区他)



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
(注) 定款での定めは、次のとおりであります。 

当会社の発行する株式の総数は、5億4,000万株とする。 

ただし、株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる。 

  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 540,000,000

計 540,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月22日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 167,542,239 167,542,239

東京証券取引所
市場第一部 
大阪証券取引所 
市場第一部

―

計 167,542,239 167,542,239 ― ―



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

 
  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成17年９月30日 ― 167,542 ― 10,000 ― 32,393

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

味の素株式会社 東京都中央区京橋１―１５―１ 45,269 27.02

住友商事株式会社 東京都中央区晴海１―８―１１ 14,246 8.50

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社(信託口)

東京都港区浜松町２－１１－３ 12,394 7.40

三井物産株式会社 東京都千代田区大手町１－２－１ 10,865 6.48

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１－８－１１ 10,232 6.11

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１－２－１ 4,144 2.47

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内１－３－３ 3,210 1.92

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川２－２７－２ 2,713 1.62

Ｊ‐オイルミルズ取引先持株会 東京都中央区明石町８―１ 2,538 1.51

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町１－１３－２ 2,351 1.40

計 ― 107,964 64.44



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式23,000株（議決権23個)、

および豊産商事株式会社（現株式会社J-ウィズ）名義の株式（実質的に保有しておりません。）1,000株

（議決権1個）が含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式597株及び相互保有株式660株が含まれておりま

す。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所の市場第一部取引相場であります。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)  

(自己保有株式)

普通株式 299,000

(相互保有株式)

普通株式 18,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

165,595,000
165,595 ―

単元未満株式
普通株式

1,630,239
― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 167,542,239 ― ―

総株主の議決権 ― 165,595 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社J－オイルミルズ

東京都中央区明石町 
８番1号

299,000 － 299,000 0.18

(相互保有株式) 
太田油脂株式会社

愛知県岡崎市 
福岡町下荒追28

18,000 － 18,000 0.01

計 ― 317,000 － 317,000 0.19

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 477 448 501 512 501 491

最低(円) 421 405 427 439 457 457



３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

  

  



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表

等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府

令第５号)附則第３項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しておりま

す。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第

５号)附則第３項のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年

９月30日まで)及び当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸

表並びに前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで)の中間財務諸表について、新日本監査法人の中間監査を受けておりま

す。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成16年９月30日現在)

当中間連結会計期間末

(平成17年９月30日現在)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日現在)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 7,436 7,280 7,811

２ 受取手形及び 
  売掛金

30,189 27,726 26,719

３ たな卸資産 29,964 23,671 25,540

４ 繰延税金資産 1,742 1,112 914

５ その他 3,339 4,390 3,560

貸倒引当金 △37 △33 △45

流動資産合計 72,634 50.2 64,148 46.5 64,500 47.1

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産 ※1

(1) 建物及び 
  構築物

※2 14,264 13,780 12,809

(2) 機械装置 
  及び運搬具

※2 18,361 19,277 17,738

(3) 土地 ※2 22,639 22,735 23,157

(4) その他 1,992 57,257 2,098 57,891 3,629 57,335

２ 無形固定資産 5,389 4,473 4,879

３ 投資その他の 
  資産

(1) 投資有価証券  7,755 9,839 8,401

(2) 長期貸付金 77 64 70

(3) 繰延税金資産 363 420 397

(4) その他 1,419 1,497 1,561

貸倒引当金 △326 9,289 △321 11,500 △329 10,101

固定資産合計 71,936 49.8 73,865 53.5 72,315 52.9

資産合計 144,571 100.0 138,013 100.0 136,816 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成16年９月30日現在)

当中間連結会計期間末

(平成17年９月30日現在)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日現在)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 支払手形及び 
  買掛金

※2 14,673 13,416 16,113

２ 短期借入金 41,200 21,140 25,290

３ 一年内返済 
  長期借入金

1,264 1,116 1,200

４ 未払法人税等 176 1,209 514

５ 未払消費税等 133 58 384

６ 賞与引当金 885 1,164 929

７ その他 7,836 10,180 8,606

流動負債合計 66,168 45.8 48,285 35.0 53,038 38.8

Ⅱ 固定負債

１ 長期借入金 ※2 10,039 18,623 14,471

２ 退職給付引当金 3,225 3,166 3,317

３ 役員退職慰労 
  引当金

16 47 38

４ 長期預り 
  敷金保証金

1,700 2,000 1,996

５ 繰延税金負債 5,051 5,445 4,864

６ 連結調整勘定 3,790 2,707 3,249

７ その他 10 29 17

固定負債合計 23,834 16.5 32,020 23.2 27,954 20.4

負債合計 90,002 62.3 80,305 58.2 80,992 59.2

(資本の部)

Ⅰ 資本金 10,000 6.9 10,000 7.2 10,000 7.3

Ⅱ 資本剰余金 31,632 21.9 31,632 22.9 31,632 23.1

Ⅲ 利益剰余金 11,162 7.7 13,205 9.6 12,056 8.8

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

1,847 1.2 2,971 2.2 2,223 1.6

Ⅴ 為替換算調整勘定 △21 △0.0 △20 △0.0 △20 △0.0

Ⅵ 自己株式 △52 △0.0 △81 △0.1 △69 △0.0

資本合計 54,568 37.7 57,707 41.8 55,823 40.8

 
負債及び資本 
合計

144,571 100.0 138,013 100.0 136,816 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  
 

  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 91,723 100.0 86,160 100.0 179,262 100.0

Ⅱ 売上原価 75,820 82.7 67,444 78.3 145,363 81.1

売上総利益 15,902 17.3 18,716 21.7 33,898 18.9

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

※1 15,256 16.6 14,337 16.6 29,938 16.7

営業利益 645 0.7 4,378 5.1 3,959 2.2

Ⅳ 営業外収益

１ 受取利息 6 2 9

２ 受取配当金 192 250 218

３ 持分法による 
  投資利益

53 53 70

４ 連結調整勘定 
  償却額

541 541 1,083

５ 雑収入 242 1,035 1.1 143 991 1.1 422 1,804 1.0

Ⅴ 営業外費用

１ 支払利息 169 143 319

２ たな卸資産処分損 - 172 280

３ 雑支出 236 405 0.4 37 353 0.4 138 739 0.4

経常利益 1,275 1.4 5,016 5.8 5,024 2.8

Ⅵ 特別利益

１ 固定資産売却益 ※2 1 3 11

２ 貸倒引当金戻入益 8 12 25

３ 国庫補助金受入益 - - 193

４ 厚生年金基金 
  脱退益

236 - 235

５ 関係会社株式 
  処分益

- 246 0.3 95 111 0.1 22 489 0.3

Ⅶ 特別損失

１ 固定資産除売却損 ※3 178 - -

２ 固定資産除却損 ※3 - 561 739

３ 固定資産売却損 ※4 - 0 566

４ 投資有価証券 
  評価損

3 4 3

５ 会員権評価損 ※5 11 11 45

６ 生産拠点再編費用 ※6 - 1,577 758

７ 減損損失 - 21 -

８ 事業整理損失 - - 71

９ 退職給付費用 32 - 65

１０ 特別加算退職金 22 83 22

１１ リース解約損 - 249 0.3 16 2,276 2.6 31 2,306 1.3

税金等調整前 
中間(当期)純利益

1,272 1.4 2,851 3.3 3,208 1.8

法人税、住民税 
及び事業税

206 1,154 486

法人税等調整額 119 326 0.4 △89 1,064 1.2 463 950 0.5

中間(当期)純利益 945 1.0 1,786 2.1 2,258 1.3



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  
 

  

  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 31,632 31,632 31,632

Ⅱ 資本剰余金増加高

  自己株式処分差益 - - 0 0 - -

Ⅲ 資本剰余金
    中間期末（期末）残高

31,632 31,632 31,632

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 10,635 12,056 10,635

Ⅱ 利益剰余金増加高

１ 子会社の合併に伴う 
  利益剰余金増加高

- 0 -

２ 中間（当期）純利益 945 945 1,786 1,786 2,258 2,258

Ⅲ 利益剰余金減少高

１ 配当金 418 585 836

２ 役員賞与 - 53  - 

  （うち監査役賞与） (-) 418 (5) 638 (-) 836

Ⅳ 利益剰余金
  中間期末（期末）残高

11,162 13,205 12,056



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による
キャッシュ・フロー
１ 税金等調整前中間(当期) 
  純利益

1,272 2,851 3,208

２ 減価償却費 2,822 3,063 5,936

３ 減損損失 - 21 -

４ 連結調整勘定償却額 △541 △541 △1,083

５ 持分法による投資損益
(益：△)

△53 △53 △70

６ 貸倒引当金の増減額
(減少：△)

11 △6 39

７ 退職給付引当金の増減額
(減少：△)

△458 △142 △169

８ 役員退職慰労引当金の
増減額(減少：△)

△529 9 △507

９ 賞与引当金の増減額
(減少：△)

675 253 720

10 固定資産売却益 △1 △3 △11

11 貸倒引当金戻入益 △8 △12 △25

12 関係会社株式処分益 - △95 △22

13 固定資産除売却損 178 - -

14 固定資産除却損 - 561 739

15 固定資産売却損 - 0 566

16 投資有価証券評価損 3 4 3

17 生産拠点再編費用 - 1,577 758

18 事業整理損失 - - 71

19 受取利息及び受取配当金 △198 △252 △228

20 支払利息 169 143 319

21 売上債権の増減額
(増加：△)

△3,151 △1,309 318

22 たな卸資産の増減額
(増加：△)

△676 1,794 3,751

23 更生債権の増減額
(増加：△)

△1 3 0

24 仕入債務の増減額
(減少：△)

△1,166 △2,445 269

25 未払金・未払費用の増減額
(減少：△)

△2,465 413 △2,461

26 未払消費税等の増減額
(減少：△)

△407 △323 99

27 役員賞与の支払額 - △53 -

28 長期預り敷金保証金の 
  増減額(減少：△)

- - 251

29 特別加算退職金 22  83 22

30 その他 63 △524 △1,384

小計 △4,439 5,018 11,112

31 利息及び配当金の受取額 164 118 330

32 利息の支払額 △169 △137 △337

33 特別加算退職金の支払額 △22 △83 △22

34 法人税等の支払額 △251 △166 △330

営業活動による 
キャッシュ・フロー

△4,719 4,749 10,752



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動による
キャッシュ・フロー
１ 有価証券の売却(償還）
による収入

- - 52

２ 有形固定資産の取得
による支出

△2,887 △3,672 △6,843

３ 無形固定資産の取得
による支出

△1,408 △452 △1,867

４ 有形固定資産の除却
による支出

△77 △211 △221

５ 有形固定資産の売却
による収入

4 22 1,385

６ 投資有価証券の取得
による支出

△10 △151 △22

７ 投資有価証券の売却
による収入

- - 37

８ 長期貸付による支出 △2 △3 △5
９ 長期貸付金の回収
による収入

11 9 23

10 短期貸付金の純増減額
(増加：△)

△0 △316 △24

投資活動による 
キャッシュ・フロー

△4,370 △4,775 △7,486

Ⅲ 財務活動による
キャッシュ・フロー
１ 短期借入金の純増減額
(減少：△)

12,910 △3,810 △3,000

２ 長期借入金の借入れ
による収入

150 5,000 5,200

３ 長期借入金の返済
による支出

△713 △932 △1,395

４ 自己株式の取得又は売却
による収支

△17 △11 △35

５ 配当金の支払額 △424 △587 △845
財務活動による 
キャッシュ・フロー

11,905 △340 △75

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額

- - -

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減
額（減少：△)

2,815 △367 3,190

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高

4,621 7,811 4,621

Ⅶ 子会社合併に伴う
現金及び現金同等物の増加高

- 0 -

Ⅷ 連結子会社除外に伴う
現金及び現金同等物の減少高

- △164 -

Ⅸ 現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

※1 7,436 7,280 7,811



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

 (1) 連結子会社  ６社

 ㈱Ｊ－ウィズ、楽陽食品

㈱、豊年リーバ㈱、㈱Ｊ－ビ

ジネスサービス、日華油脂

㈱、㈱Ｊ－ケミカル

 ㈱ホーネンコーポレーショ

ン、味の素製油㈱、吉原製油

㈱、日本大豆製油㈱の４社

は、平成16年7月１日に当社

が吸収合併しております。

 また、同日、㈱ホーネンコ

ーポレーションの化成品部門

を分社化し、㈱Ｊ－ケミカル

を設立しております。

１ 連結の範囲に関する事項

 (1) 連結子会社  ５社

 ㈱Ｊ－ウィズ、豊年リーバ

㈱、㈱Ｊ－ビジネスサービ

ス、日華油脂㈱、㈱Ｊ－ケミ

カル

 平成17年9月30日付をもっ

て、楽陽食品㈱を売却したた

め連結の範囲から除外してお

ります。 

 なお、中間連結損益計算書

及び中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書には、売却までの

損益及びキャッシュ・フロー

が含まれております。   

１ 連結の範囲に関する事項

 (1) 連結子会社  ６社

 ㈱Ｊ－ウィズ、楽陽食品

㈱、豊年リーバ㈱、㈱Ｊ－ビ

ジネスサービス、日華油脂

㈱、㈱Ｊ－ケミカル

 ㈱ホーネンコーポレーショ

ン、味の素製油㈱、吉原製油

㈱、日本大豆製油㈱の４社

は、平成16年7月１日に当社

が吸収合併しております。 

 また、同日、㈱ホーネンコ

ーポレーションの化成品部門

を分社化し、㈱Ｊ－ケミカル

を設立しております。

 (2) 主要な非連結子会社名

 ㈱Ｊ－サービス、坂出ユタ

カサービス㈱、横浜パック㈱

連結の範囲から除いた理由

 非連結子会社９社は、いず

れも小規模会社であり、合計

の総資産、売上高、中間純損

益(持分に見合う額）及び利

益剰余金(持分に見合う額)等

は、いずれも中間連結財務諸

表に重要な影響を及ぼしてい

ないためであります。

 (2) 主要な非連結子会社名

 ㈱Ｊ－サービス、坂出ユタ

カサービス㈱、横浜パック㈱

連結の範囲から除いた理由

 非連結子会社８社は、いず

れも小規模会社であり、合計

の総資産、売上高、中間純損

益(持分に見合う額）及び利

益剰余金(持分に見合う額)等

は、いずれも中間連結財務諸

表に重要な影響を及ぼしてい

ないため、連結の範囲から除

外しております。

 (2) 主要な非連結子会社名

 ㈱Ｊ－サービス、坂出ユタ

カサービス㈱、横浜パック㈱

連結の範囲から除いた理由

 非連結子会社９社は、いず

れも小規模会社であり、合計

の総資産、売上高、当期純損

益(持分に見合う額)及び利益

剰余金(持分に見合う額)等

は、いずれも連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていない

ため、連結の範囲から除外し

ております。

２ 持分法の適用に関する事項

 (1) 持分法適用の非連結子会社

 持分法適用の非連結子会社

はありません。

２ 持分法の適用に関する事項

 (1) 持分法適用の非連結子会社

 同左

２ 持分法の適用に関する事項

 (1) 持分法適用の非連結子会社

 同左

 (2) 持分法適用の関連会社

３社

㈱ユタカケミカル、太田油脂

㈱、Siam Starch Co.,Ltd.

 (2) 持分法適用の関連会社

３社

  同左

 (2) 持分法適用の関連会社

３社

  同左

 (3) 持分法を適用していない非連

結子会社及び関連会社

 持分法を適用していない非

連結子会社(㈱Ｊ－サービス

以下９社)、及び関連会社(ハ

ンドリングサービス㈱以下３

社)は、それぞれ中間純損益

及び利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ全体と

しても重要性がないため、持

分法の適用から除外しており

ます。

 (3) 持分法を適用していない非連

結子会社及び関連会社

 持分法を適用していない非

連結子会社(㈱Ｊ－サービス

以下８社)、及び関連会社(ハ

ンドリングサービス㈱以下３

社)は、それぞれ中間純損益

及び利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ全体と

しても重要性がないため、持

分法の適用から除外しており

ます。

 (3) 持分法を適用していない非連

結子会社及び関連会社

 持分法を適用していない非

連結子会社(㈱Ｊ－サービス

以下９社)、及び関連会社(ハ

ンドリングサービス㈱以下３

社)は、それぞれ当期純損益

及び利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ全体と

しても重要性がないため、持

分法の適用から除外しており

ます。



前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

 すべての連結子会社の中間決

算日と中間連結決算日は一致し

ております。

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

 同左            

               

     

３ 連結子会社の決算日等に関する

事項

 すべての連結子会社の決算日

と連結決算日は一致しておりま

す。

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

  ①有価証券

   その他有価証券

時価のあるもの

 中間連結決算末日の市場

価格等にもとづく時価法

 (評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算

定)

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

  ①有価証券

   その他有価証券

時価のあるもの

 同左

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

  ①有価証券

   その他有価証券

時価のあるもの

 連結決算末日の市場価格

等にもとづく時価法

 (評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算

定)

時価のないもの 

 移動平均法にもとづく原

価法

時価のないもの 

 同左

時価のないもの 

 同左

  ②デリバティブ

時価法

  ②デリバティブ

同左

  ②デリバティブ

同左

  ③たな卸資産

原材料中の大豆・菜種・トウ

モロコシ・あまに

 先入先出法にもとづく低価

法

  ③たな卸資産

原材料中の大豆・菜種・トウ

モロコシ・あまに

  同左

  ③たな卸資産

原材料中の大豆・菜種・トウ

モロコシ・あまに

 同左

上記以外のたな卸資産 

 月別総平均法にもとづく原

価法

上記以外のたな卸資産 

 同左

上記以外のたな卸資産 

 同左

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

  ①有形固定資産

建物

 定額法

上記以外の有形固定資産

 定率法

 なお、主な耐用年数は建

物及び構築物が７年～50

年、機械装置及び運搬具が

６年～15年であります。

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

  ①有形固定資産

建物

 同左

上記以外の有形固定資産

 同左

 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

  ①有形固定資産

建物

 同左

上記以外の有形固定資産

 同左

 

  ②無形固定資産

定額法

 なお、ソフトウェア(自

社利用)については、社内

における利用可能期間(５

年)にもとづく定額法によ

っております。また、営業

権については５年で償却し

ております。

  ②無形固定資産

同左

 

  ②無形固定資産

同左

 



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金

 売上債権等の貸倒損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ております。

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金

 同左

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金

 同左

  ②賞与引当金

 従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため支給見

込額にもとづき計上しており

ます。 

  ②賞与引当金

  同左

  ②賞与引当金

 同左

  ③退職給付引当金

 当社及び一部の連結子会社

は、従業員の退職給付に備え

るため当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額にもとづき、当中

間連結会計期間末において発

生していると認められる額を

計上しております。

 過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(５年～

10年)による定額法により費

用処理しております。また、

数理計算上の差異は、発生時

の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(10年)によ

る定額法によりそれぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処

理しております。なお、会計

基準変更時差異については、

主として発生年度に費用処理

しておりますが、一部の連結

子会社にかかる327百万円に

つきましては、５年による按

分額を費用処理し、特別損失

に計上しております。

  ③退職給付引当金

 当社及び一部の連結子会社

は、従業員の退職給付に備え

るため当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額にもとづき、当中

間連結会計期間末において発

生していると認められる額を

計上しております。

 過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(５年)に

よる定額法により費用処理し

ております。また、数理計算

上の差異は、発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による定額法

によりそれぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理してお

ります。

 

  ③退職給付引当金

 当社及び一部の連結子会社

は、従業員の退職給付に備え

るため当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額にもとづき、当連

結会計年度末において発生し

ていると認められる額を計上

しております。

 過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(５年～

10年)による定額法により費

用処理しております。また、

数理計算上の差異は、発生時

の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(10年)によ

る定額法によりそれぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処

理することとしております。

なお、会計基準変更時差異に

ついては、主として発生年度

に費用処理しておりますが、

一部の連結子会社にかかる

327百万円につきましては、

５年による按分額を費用処理

し、特別損失に計上しており

ます。

  ④役員退職慰労引当金

 当社及び一部の連結子会社

は、役員退職慰労金の支払に

充てるため、内規にもとづく

中間期末要支給額の100％を

計上しております。

  ④役員退職慰労引当金

 同左

  ④役員退職慰労引当金

 当社及び一部の連結子会社

は、役員退職慰労金の支払に

充てるため、内規にもとづく

期末要支給額の100％を計上

しております。



前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 (4) 重要な外貨建資産又は負債の

本邦通貨への換算基準

 外貨建金銭債権債務は中間

連結会計期間末日の直物為替

相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理して

おります。なお、在外関連会

社の資産及び負債、収益及び

費用は中間連結会計期間末日

の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は資本の部

における為替換算調整勘定に

含めて計上しております。

 (4) 重要な外貨建資産又は負債の

本邦通貨への換算基準

 同左

 (4) 重要な外貨建資産又は負債の

本邦通貨への換算基準

 外貨建金銭債権債務は連結

会計年度末の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しておりま

す。なお、在外関連会社の資

産及び負債、収益及び費用は

連結会計年度末日の直物為替

相場により円貨に換算し、換

算差額は資本の部における為

替換算調整勘定に含めて計上

しております。

 (5) 重要なリース取引の処理方法

 リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

 (5) 重要なリース取引の処理方法

 同左

 (5) 重要なリース取引の処理方法

 同左

 (6) 重要なヘッジ会計の方法

  ①ヘッジ会計の方法

 主として繰延ヘッジ処理を

採用しております。なお、為

替予約については振当処理の

要件を満たしている場合は振

当処理を採用しております。

 (6) 重要なヘッジ会計の方法

  ①ヘッジ会計の方法

 繰延ヘッジ処理を採用して

おります。なお、為替予約に

ついては振当処理の要件を満

たしている場合は振当処理を

採用しております。

 (6) 重要なヘッジ会計の方法

  ①ヘッジ会計の方法

 同左

 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約 外貨建買掛金及び

外貨建予定取引
 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約 外貨建買掛金及び

外貨建予定取引

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約 外貨建買掛金及び

外貨建予定取引

  ③ヘッジ方針

 内規にもとづき、債務から

生じる為替変動によるリスク

を低減する目的で行っており

ます。

  ③ヘッジ方針

 同左

 

  ③ヘッジ方針

 同左

  ④ヘッジ有効性評価の方法

 ヘッジ期間全体のキャッシ

ュ・フロー総額をひとつの単

位とみなし、各有効性判定時

点で既経過分キャッシュ・フ

ローに未経過の将来キャッシ

ュ・フロー見込額を加算して

キャッシュ・フロー総額を算

定し、ヘッジ対象とヘッジ手

段の各キャッシュ・フロー総

額の変動額を比較する方法に

よっております。

  ④ヘッジ有効性評価の方法

 同左

  ④ヘッジ有効性評価の方法

 同左



 
  

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 (7) その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項

 消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の会

計処理は税抜方式によってお

ります。

 (7) その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項

 消費税等の会計処理

 同左

 (7) その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

 消費税等の会計処理

 同左

５  中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

 中間連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金及び

現金同等物)は、手許現金、随

時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投

資からなっております。

５  中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

 同左

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

 連結キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び現金

同等物)は、手許現金、随時引

き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資か

らなっております。

前中間連結会計期間 
（自 平成16年 4月 1日 
    至 平成16年 9月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成17年 4月 1日 
    至 平成17年 9月30日）

前連結会計年度 
（自 平成16年 4月 1日 
    至 平成17年 3月31日）

   
      ―――――

 (固定資産の減損に係る会計基準)

 当中間連結会計期間より、「固定

資産の減損に係る会計基準」（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定

に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年8月9日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第6号 平

成15年10月31日）を適用しておりま

す。 

 これにより税金等調整前中間純利

益は、21百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

にもとづき各資産の金額から直接控

除しております。

      ―――――



（表示方法の変更） 

 
  

（追加情報） 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年 4月 1日
至 平成16年 9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年 4月 1日
至 平成17年 9月30日)

 

           ―――――

 (中間連結損益計算書関係)

 前中間連結会計期間において「固定資産除売却損」と

して「固定資産除却損」と「固定資産売却損」を合算し

て表示しておりましたが、明瞭表示のため当中間連結会

計期間より区分掲記しております。 

 なお、前中間連結会計期間の「固定資産除売却損」

178百万円に含まれる「固定資産売却損」は僅少であり

ます。

前中間連結会計期間
（自 平成16年 4月 1日
    至 平成16年 9月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成17年 4月 1日
    至 平成17年 9月30日）

前連結会計年度
（自 平成16年 4月 1日
   至 平成17年 3月31日）

 「地方税等の一部を改正する法
律」（平成15年法律第9号）が平成
15年3月31日に公布され、平成16年
4月1日以降に開始する事業年度よ
り外形標準課税制度が導入された
ことに伴い、当中間期から「法人
事業税における外形標準課税部分
の損益計算書上の表示についての
実務上の取り扱い」（平成16年2月
13日 企業会計基準委員会 実務
対応報告第12号）に従い法人事業
税の付加価値割及び資本割につい
ては、販売費及び一般管理費に計
上しております。

 

―――――

「地方税等の一部を改正する法
律」（平成15年法律第9号）が平成
15年3月31日に公布され、平成16年
4月1日以降に開始する事業年度よ
り外形標準課税制度が導入された
ことに伴い、当連結会計年度から
「法人事業税における外形標準課
税部分の損益計算書上の表示につ
いての実務上の取り扱い」（平成
16年2月13日 企業会計基準委員会
実務対応報告第12号）に従い法人
事業税の付加価値割及び資本割に
ついては、販売費及び一般管理費
に計上しております。

 この結果、販売費及び一般管理
費が41百万円増加し、営業利益、
経常利益及び税金等調整前中間純
利益が、同額減少しております。

この結果、販売費及び一般管理
費が159百万円増加し、営業利益、
経常利益及び税金等調整前当期純
利益が、同額減少しております。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日現在)

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日現在)

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日現在)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

100,742百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

92,806百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

96,195百万円

 

※２ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次の

とおりであります。

(有形固定資産)

 不動産抵当

建物及び 
構築物

1,077百万円

機械装置 
及び 
運搬具

2,264

土地 6,425

計 9,767

担保付債務は次のとおりであ

ります。

買掛金 1,515百万円

長期借入金 300

計 1,815

 
 

※２    ―――――

 

 

 

※２ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次の

とおりであります。

(有形固定資産)

不動産抵当

建物及び 
構築物

1,049 百万円

機械装置 
及び 
運搬具

2,227

土地 5,282

計 8,558

担保付債務は次のとおりであ

ります。

買掛金 1,847 百万円

長期借入金 300

計 2,147

 

 ３ 偶発債務

①従業員の金融機関に対する借

入金の保証をしております。

76百万円

②連結子会社豊年リーバ㈱の今

後支払うべきロイヤリティに

ついて包括債務保証をしてお

ります。

108百万円

 

 ３ 偶発債務

①従業員の金融機関に対する借

入金の保証をしております。

52百万円

②連結子会社豊年リーバ㈱の今

後支払うべきロイヤリティに

ついて包括債務保証をしてお

ります。

75百万円

 

 ３ 偶発債務

①従業員の金融機関に対する借

入金の保証をしております。

65百万円

②連結子会社豊年リーバ㈱の今

後支払うべきロイヤリティに

ついて包括債務保証をしてお

ります。

108百万円



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりであります。

製品発送費 5,797百万円

給与手当 2,229

退職給付費用 214

役員退職慰労 
引当金繰入額

30

賞与引当金 
繰入額

475

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりであります。

製品発送費 5,158百万円

給与手当 1,907

退職給付費用 225

役員退職慰労
引当金繰入額

23

賞与引当金
繰入額

692

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりであります。

製品発送費 11,459百万円

給与手当 4,522

退職給付費用 443

役員退職慰労 
引当金繰入額

52

賞与引当金 
繰入額

711

※２ 固定資産売却益の内訳は次の

とおりであります。

建物及び
構築物

1百万円

機械装置
及び運搬具

0

計 1百万円  

※２ 固定資産売却益は主に提出会

社における建物及び構築物

(油脂ミニタンク)の売却であ

ります。

※２ 固定資産売却益は主に提出会

社における建物及び構築物

(油脂ミニタンク)の売却であ

ります。

 

※３ 固定資産除売却損の内容は次

のとおりであります。

建物及び 
構築物

39百万円

機械装置及び 
運搬具

38

建物等除却費用 
その他

101

計 178

※４    ―――――
 

※３ 固定資産除却損の内容は次の

とおりであります。

建物及び
構築物

73百万円

機械装置及び
運搬具

144

建物等除却
費用その他

343

計 561

※４ 固定資産売却損の内容は次の

とおりであります。

   機械装置及び運搬具 0百万円

 

※３ 固定資産除却損の内容は次の

とおりであります。

建物及び
構築物

158百万円

機械装置及び 
運搬具

243

建物等除却 
費用その他

336

計 739

※４ 固定資産売却損の内容は次の

とおりであります。

建物及び
構築物

148百万円

土地 397

その他 21

計 566

 

※５ 会員権評価損には次のものが

含まれております。

預託金に係る 
貸倒引当金 
繰入額

11百万円

※６     ―――――
 

※５ 会員権評価損には次のものが

含まれております。

預託金に係る
貸倒引当金 
繰入額

9百万円

※６ 生産拠点再編費用は主に熊沢

工場（四日市市）の閉鎖にと

もなう固定資産除却損であり

ます。

 

※５ 会員権評価損には次のものが

含まれております。

預託金に係る 
貸倒引当金 
繰入額

31百万円

※６ 生産拠点再編費用は主に神戸

第二工場の精製・充填工場閉

鎖にともなう固定資産除却損

であります。

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係

現金及び 
預金勘定

7,436百万円

現金及び 
現金同等物

7,436

 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係

現金及び
預金勘定

7,280百万円

現金及び
現金同等物

7,280
 

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

現金及び
預金勘定

7,811百万円

現金及び
現金同等物

7,811



次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額
有形 

固定資産 
(機械装
置及び 
運搬具) 
(百万円)

有形 
固定資産 
(その他) 

 
 

(百万円)

無形 
固定資産 

 
 
 

(百万円)

 
 

合計 

 
 

(百万円)

取得価額 
相当額

309 994 21 1,326

減価償却 
累計額 
相当額

68 584 16 670

中間期末 
残高 
相当額

241 409 5 656

 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額
有形 

固定資産
(機械装
置及び 
運搬具) 
(百万円)

有形 
固定資産
(その他)

 
 

(百万円)

無形 
固定資産

 
 
 

(百万円)

 
合計 

 
 

(百万円)

取得価額 
相当額

301 1,811 17 2,130

減価償却 
累計額 
相当額

101 559 10 671

中間期末 
残高 
相当額

199 1,252 7 1,459

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額
有形 

固定資産
(機械装
置及び 
運搬具)
(百万円)

有形 
固定資産 

 
(その他) 

 
(百万円)

無形 
固定資産 

 
(その他) 

 
(百万円)

 
 

合計 
 
 

(百万円)

取得価額
相当額

314 1,568 17 1,900

減価償却
累計額 
相当額

91 410 8 510

期末残高
相当額

222 1,158 9 1,389

 

なお取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形固

定資産及び無形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定しております。

 

同左

 

なお取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資

産及び無形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定してお

ります。

 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 218百万円

１年超 437

合計 656

なお未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料中

間期末残高が、有形固定資産及

び無形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定してお

ります。

 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 344百万円

１年超 1,114

合計 1,459

同左

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 311百万円

１年超 1,078

合計 1,389

なお未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末残

高が、有形固定資産及び無形固

定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 130百万円

減価償却費相当額 130

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 179百万円

減価償却費相当額 179

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 310百万円

減価償却費相当額 310

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

(前中間連結会計期間末)(平成16年９月30日現在) 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 株式で時価のあるものについて、 3百万円減損処理を行っております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

(1) 株式 2,057 5,197 3,140

(2) 債券

     社債 51 52 0 

合計 2,109 5,250 3,140

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

(1) 子会社株式及び関連会社株式

非上場株式 1,445

(2) その他有価証券

非上場株式 
(店頭売買株式を除く)

1,100

その他 12

合計 2,558



(当中間連結会計期間末)(平成17年９月30日現在) 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
(注) 株式で時価のないものについて、４百万円減損処理を行っております。 

  

取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

(1) 株式 2,210 7,233 5,023

(2) 債券 - - -

(3) その他 - - -

合計 2,210 7,233 5,023

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

(1) 子会社株式及び関連会社株式

非上場株式 1,485

(2) その他有価証券

非上場株式 1,110

その他 9

合計 2,605



(前連結会計年度末)(平成17年３月31日現在) 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 株式で時価のあるものについて、３百万円減損処理を行っております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

(1) 株式 2,066 5,869 3,802

(2) 債券 -  - -

(3) その他     - - -

合計 2,066 5,869 3,802

連結貸借対照表計上額
(百万円)

(1) 子会社株式及び関連会社株式

非上場株式 1,448

(2) その他有価証券

非上場株式 
(店頭売買株式を除く)

1,075

その他 8

合計 2,532



(デリバティブ取引関係) 

(前中間連結会計期間末)(平成16年９月30日現在) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

当中間連結会計期間末において、すべてヘッジ会計を適用していますので、開示の対象から除いております。 

  

(当中間連結会計期間末)(平成17年９月30日現在) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

当中間連結会計期間末において、すべてヘッジ会計を適用していますので、開示の対象から除いております。 

  

(前連結会計年度末)(平成17年３月31日現在) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

当連結会計年度末において、すべてヘッジ会計を適用していますので、開示の対象から除いております。 

  

  

  

  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

(前中間連結会計期間)(平成16年４月１日～平成16年９月30日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法は販売製品の用途別に行っています。 

２ 各事業区分の主要製品 
  

   
３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は2,680百万円であり、その主なも

のは管理部門に係る費用であります。 

  

食品 
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

85,866 5,856 91,723 － 91,723

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

87 － 87 (87) －

計 85,953 5,856 91,810 (87) 91,723

営業費用 83,209 5,274 88,484 2,593 91,077

営業利益 2,744 581 3,326 (2,680) 645

事業区分 主要製品

食品
油脂・チルド食品・栄養補助食品・脱脂大豆・菜種粕・豆腐粉・コーンスターチ・
コーングリッツ・タピオカスターチ等

その他
飼料・合成樹脂接着剤・大豆蛋白系接着剤・コーンスターチ(工材)・不動産の賃
貸・園芸肥料・各種サービス等



(当中間連結会計期間)(平成17年４月１日～平成17年９月30日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法は、原料・製品の種類・性質及び社内管理単位を考慮して行っています。 

２ 各事業区分の主要製品 
  

 
３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は2,692 百万円であり、その主なも

のは管理部門に係る費用であります。 
  

４ 事業区分の方法の変更 

従来、事業区分については販売製品の用途別に「食品事業」、「その他の事業」に区分しておりましたが、

当中間連結会計期間より「製油関連事業」、「その他の事業」の区分に変更しております。この変更は、合

併後の管理体制が整備されてきたことに伴い、事業区分の見直しを行った結果、原料・製品の種類・性質及

び社内管理単位を考慮し事業区分を行った方が、当グループの事業状況をより適切に表示できると判断した

ためであります。なお、前中間連結会計期間及び前連結会計年度のセグメント情報を、当中間連結会計期間

において用いた事業区分の方法により区分したものは、次のとおりであります。 

  (前中間連結会計期間)(平成16年４月１日～平成16年９月30日) 

 
  (前連結会計年度)(平成16年４月１日～平成17年３月31日) 

製油関連 
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

78,232 7,928 86,160 - 86,160

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

4 - 4 (4) -

計 78,237 7,928 86,165 (4) 86,160

営業費用 71,587 7,507 79,094 2,687 81,782

営業利益 6,650 420 7,071 (2,692) 4,378

事業区分 主要製品

製油関連
業務用油脂・家庭用油脂・マーガリン・大豆ミール・菜種ミール・食品大豆・飼
料・コーンスターチ・加工澱粉等

その他
栄養補助食品・トコフェロール・チルド食品・合成樹脂接着剤・倉庫業・不動産の
賃貸・各種サービス等

製油関連
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

83,075 8,647 91,723 - 91,723

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

7 - 7 (7) -

計 83,082 8,647 91,730 (7) 91,723

営業費用 80,252 8,151 88,404 2,673 91,077

営業利益 2,830 496 3,326 (2,680) 645

製油関連
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

162,322 16,939 179,262 - 179,262

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

15 - 15 (15) -

計 162,338 16,939 179,277 (15) 179,262

営業費用 153,823 15,869 169,693 5,608 175,302

営業利益 8,514 1,069 9,584 (5,624) 3,959



(前連結会計年度)(平成16年４月１日～平成17年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法は販売製品の用途別に行っています。 

２ 各事業区分の主要製品 
  

   
３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は5,624百万円であり、その主なも

のは管理部門に係る費用であります。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度については、在外連結子会社及び在外支

店がないため該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度については、海外売上高がないため該当

事項はありません。 

  

食品 
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

168,593 10,668 179,262 － 179,262

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

175 － 175 (175) －

計 168,769 10,668 179,438 (175) 179,262

営業費用 160,289 9,564 169,853 5,448 175,302

営業利益 8,479 1,104 9,584 (5,624) 3,959

事業区分 主要製品

食品
油脂・チルド食品・栄養補助食品・脱脂大豆・菜種粕・豆腐粉・コーンスターチ・
コーングリッツ・タピオカスターチ等

その他
飼料・合成樹脂接着剤・大豆蛋白系接着剤・コーンスターチ(工材)・不動産の賃
貸・園芸肥料・各種サービス等



(１株当たり情報) 

  

 
  

(注) １株当たり中間(当期)純利益算定上の基礎 
  

 
※ 持分法適用会社の前期利益処分による役員賞与が持分法による投資利益に影響を与えているためでありま

す。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり純資産額 326.15円 １株当たり純資産額 345.11円 １株当たり純資産額 333.44円

１株当たり中間純利益 5.70円 １株当たり中間純利益 10.72円 １株当たり当期純利益 13.19円

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式がな

いため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式がな

いため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式がな

いため記載しておりません。

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

中間連結損益計算書上の中間 
(当期)純利益(百万円)

945 1,786 2,258

普通株主に帰属しない金額
(百万円)

△8 △7 52

(うち利益処分による 
役員賞与 ※)(百万円)

(△8) (△7) (52)

普通株式に係る中間(当期)
純利益(百万円)

954 1,793 2,206

普通株式の期中平均株式数
(株)

167,330,391 167,248,123 167,305,421



(重要な後発事象) 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

  

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

  

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

  

  

  



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成16年９月30日現在)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日現在)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成17年３月31日現在)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 5,962 6,000 5,586

２ 受取手形 852 993 895

３ 売掛金 26,808 24,421 23,112

４ たな卸資産 29,270 22,854 24,747

５ その他 ※4 8,535 6,698 7,893

  貸倒引当金 △6 △8 △14

流動資産合計 71,423 51.4 60,960 46.2 62,221 47.6

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産 ※1

(1) 建物 ※2 8,257 8,854 7,986

(2) 機械装置 ※2 16,872 18,112 16,339

(3) 土地 ※2 20,134 21,169 21,169

(4) その他 ※2 6,704 51,969 6,133 54,270 7,219 52,715

２ 無形固定資産 4,643 4,215 4,376

３ 投資その他の 
  資産

(1) 投資有価証券 5,889 7,770 6,497

(2) 関係会社株式 3,093 3,085 3,085

(3) その他 2,173 1,965 2,166

   貸倒引当金 △236 10,918 △237 12,583 △240 11,510

固定資産合計 67,532 48.6 71,070 53.8 68,601 52.4

資産合計 138,955 100.0 132,030 100.0 130,823 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成16年９月30日現在)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日現在)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成17年３月31日現在)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 買掛金 ※2 12,006 10,768 13,077

２ 短期借入金 41,200 21,140 25,290

３ 一年内返済長期 
  借入金

1,264 1,116 1,200

４ 賞与引当金 765 1,042 804

５ その他 ※4 7,263 10,684 8,788

流動負債合計 62,499 45.0 44,751 33.9 49,160 37.6

Ⅱ 固定負債

１ 長期借入金 ※2 10,039 18,623 14,471

２ 退職給付引当金 2,799 2,758 2,878

３ 役員退職慰労 
  引当金

8 46 29

４ 長期預り金 1,685 1,650 1,653

５ 繰延税金負債 5,390 5,882 5,327

固定負債合計 19,922 14.3 28,961 21.9 24,360 18.6

負債合計 82,422 59.3 73,712 55.8 73,521 56.2

(資本の部)

Ⅰ 資本金 10,000 7.2 10,000 7.6 10,000 7.6

Ⅱ 資本剰余金

１ 資本準備金 32,393 32,393 32,393

２ その他の資本 
  剰余金

11,322 43,716 31.4 11,323 43,716 33.1 11,322 43,716 33.4

Ⅲ 利益剰余金

１ 利益準備金 2 2 2

２ 任意積立金 - 114 -

３ 中間(当期)
未処分利益

1,122 1,125 0.9 1,795 1,912 1.5 1,550 1,553 1.2

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    

1,742 1.2 2,769 2.1 2,101 1.6

Ⅴ 自己株式 △50 △0.0 △80 △0.1 △68 △0.0

資本合計 56,533 40.7 58,317 44.2 57,302 43.8

負債及び 
資本合計

138,955 100.0 132,030 100.0 130,823 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
要約損益計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ営業収益又は売上高

  １売上高 41,212 79,038 121,680

  ２営業収益 1,386 42,599 100.0 - 79,038 100.0 1,386 123,067 100.0

Ⅱ 営業原価又は 
  売上原価

  １売上原価 35,029 63,298 100,559

  ２営業原価 121 35,150 82.5 - 63,298 80.1 121 100,681 81.8

営業総利益 7,448 17.5 15,740 19.9 22,386 18.2

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

6,904 16.2 11,956 15.1 19,089 15.5

営業利益 544 1.3 3,784 4.8 3,296 2.7

Ⅳ 営業外収益 ※1 308 0.7 461 0.6 558 0.4

Ⅴ 営業外費用 ※2 144 0.3 323 0.4 469 0.4

経常利益 707 1.7 3,922 5.0 3,385 2.8

Ⅵ 特別利益 ※3 4 0.0 6 0.0 247 0.2

Ⅶ 特別損失 ※4 102 0.3 2,245 2.8 1,589 1.3

税引前中間 
(当期)純利益

609 1.4 1,682 2.1 2,043 1.7

法人税、住民税 
及び事業税

12 771 57

法人税等調整額 △47 △34 △0.1 △80 690 0.8 495 552 0.5

中間(当期) 
純利益

644 1.5 992 1.3 1,491 1.2

前期繰越利益 337 802 337

中間配当額 - - 418

     合併により承継
  した未処分利益

140 - 140

中間(当期) 
未処分利益

1,122 1,795 1,550



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1)有価証券

①子会社株式及び関連会社株式

 移動平均法にもとづく原価法

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1)有価証券

①子会社株式及び関連会社株式

   同左

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1)有価証券

①子会社株式及び関連会社株式

  同左

②その他有価証券 ②その他有価証券 ②その他有価証券

 時価のあるもの  時価のあるもの  時価のあるもの

 中間会計期間末日の市場価

格等にもとづく時価法（評価

差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

 同左  期末日の市場価格等にもと

づく時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定）

 時価のないもの  時価のないもの  時価のないもの

移動平均法にもとづく原価法  同左  同左

(2)デリバティブ取引 (2)デリバティブ取引 (2)デリバティブ取引

  時価法   同左   同左

(3)たな卸資産 (3)たな卸資産 (3)たな卸資産

①原材料中の大豆・菜種・トウ

モロコシ・あまに

①原材料中の大豆・菜種・トウ

モロコシ・あまに

①原材料中の大豆・菜種・トウ

モロコシ・あまに

先入先出法にもとづく低価法 同左 同左

②上記以外のたな卸資産 ②上記以外のたな卸資産 ②上記以外のたな卸資産

月別総平均法にもとづく原価

法
同左 同左

２ 固定資産の減価償却の方法 ２ 固定資産の減価償却の方法 ２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産

建物 建物 建物

 定額法  同左  同左

上記以外の有形固定資産 上記以外の有形固定資産 上記以外の有形固定資産

定率法  同左  同左

 なお主な耐用年数は、建物が

7年～45年、構築物が9年～45

年、機械及び装置が6年～15年

であります。

(2) 無形固定資産 定額法

 なお、ソフトウェア(自社利

用)については社内における利

用可能期間(５年)にもとづく定

額法によっております。

 (2) 無形固定資産 定額法

 同左

(2) 無形固定資産 定額法

 同左



  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日)

３ 引当金の計上基準 ３ 引当金の計上基準 ３ 引当金の計上基準

(1)貸倒引当金 (1)貸倒引当金 (1)貸倒引当金

 売上債権等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しており

ます。

 同左  同左

(2)賞与引当金 (2)賞与引当金 (2)賞与引当金

 従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額にもと

づき計上しております。

 同左  同左

(3)退職給付引当金 (3)退職給付引当金 (3)退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務及び年

金資産にもとづき、当中間期末にお

いて発生していると認められる額を

計上しております。

 同左  従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務及び年

金資産にもとづき、当期末において

発生していると認められる額を計上

しております。

 過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による定額法により

費用処理しております。

  過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による定額法により

費用処理しております。

 また、数理計算上の差異は、発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（１０年）による定額

法によりそれぞれ発生の翌事業年度

から費用処理することとしておりま

す。

  また、数理計算上の差異は、発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（１０年）による定額

法によりそれぞれ発生の翌事業年度

から費用処理することとしておりま

す。

(4)役員退職慰労引当金 (4)役員退職慰労引当金 (4)役員退職慰労引当金

 役員退職慰労金の支払に充てるた

め、内規にもとづく中間期末要支給

額の100%を計上しております。

 同左  役員退職慰労金の支払に充てるた

め、内規にもとづく期末要支給額の

100%を計上しております。

４ 外貨建ての資産又は負債の本邦通

貨への換算基準

４ 外貨建ての資産又は負債の本邦通

貨への換算基準

４ 外貨建ての資産又は負債の本邦通

貨への換算基準

 外貨建金銭債権債務は中間会計期

間末日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処理

しております。

  同左  外貨建金銭債権債務は期末日の直

物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しておりま

す。



  

 
  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日)

５ ヘッジ会計の方法 ５ ヘッジ会計の方法 ５ ヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法

 主として繰延ヘッジ処理を採用し

ております。なお、為替予約につい

ては振当処理の要件を満たしている

場合は振当処理を採用しておりま

す。

 繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。なお、為替予約については振当

処理の要件を満たしている場合は振

当処理を採用しております。

 同左

②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段： 為替予約  同左  同左

ヘッジ対象： 外貨建買掛金および

       外貨建予定取引

③ヘッジ方針 ③ヘッジ方針 ③ヘッジ方針

 内規にもとづき、債務から生じる

為替変動によるリスクを低減する目

的で行っております。

 同左  同左

④ヘッジ有効性評価の方法 ④ヘッジ有効性評価の方法 ④ヘッジ有効性評価の方法

 ヘッジ期間全体のキャッシュ・フ

ロー総額をひとつの単位とみなし、

各有効性判定時点で既経過分キャッ

シュ・フローに未経過の将来キャッ

シュ・フロー見込額を加算してキャ

ッシュ・フロー総額を算定し、ヘッ

ジ対象とヘッジ手段の各キャッシ

ュ・フロー総額の変動額を比較する

方法によっております。

 同左  同左

６ リース取引の処理方法

   リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

６ リース取引の処理方法

  同左

６ リース取引の処理方法

  同左

７ その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

  消費税等の会計処理方法 

 消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっております。

７ その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

  消費税等の会計処理方法 

 同左

７ その他財務諸表作成のための基本

となる重要な事項

  消費税等の会計処理方法 

 同左



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

 
  

前中間会計期間 
（自 平成16年 4月 1日 
    至 平成16年 9月30日）

当中間会計期間
（自 平成17年 4月 1日 
    至 平成17年 9月30日）

前事業年度 
（自 平成16年 4月 1日 
    至 平成17年 3月31日）

   
      ―――――

 (固定資産の減損に係る会計基準)
 当中間会計期間より、「固定資産
の減損に係る会計基準」（「固定資
産の減損に係る会計基準の設定に関
する意見書」（企業会計審議会 平
成14年8月9日））及び「固定資産の
減損に係る会計基準の適用指針」
（企業会計基準適用指針第6号 平
成15年10月31日）を適用しておりま
す。 
 これによる損益に与える影響はあ
りません。

      ―――――

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日)

(中間貸借対照表）
         ―――――

 前中間会計期間において区分掲記しておりました「前払

費用」は当中間会計期間末に総資産の100分の5以下となり

ましたので、流動資産の「その他」に含めております。

 なお、当中間会計期間末の金額は「前払費用」153百万

円であります。

 前中間会計期間において区分掲記しておりました「工具

器具備品」及び「建設仮勘定」は当中間会計期間末に総資

産の100分の5以下となりましたので、有形固定資産の「そ

の他」に含めております。

 なお、当中間会計期間末の金額は「工具器具備品」

1,008百万円、「建設仮勘定」933百万円であります。

 前中間会計期間において区分掲記しておりました「未払

金」、「未払法人税」及び「未払費用」は当中間会計期間

末に負債及び資本合計の100分の5以下となりましたので、

流動負債の「その他」に含めております。

 なお、当中間会計期間末の金額は「未払金」5,492百万

円、「未払法人税」50百万円、「未払費用」1,266百万円

であります。



追加情報 

 
  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日)

「地方税等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第9号）が平成

15年3月31日に公布され、平成16年

4月1日以降に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入された

ことに伴い、当中間会計期間から

「法人事業税における外形標準課

税部分の損益計算書上の表示につ

いての実務上の取り扱い」（平成

16年2月13日 企業会計基準委員会

実務対応報告第12号）に従い法人

事業税の付加価値割及び資本割に

ついては、販売費及び一般管理費

に計上しております。

 

      ―――――

「地方税等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第9号）が平成

15年3月31日に公布され、平成16年

4月1日以降に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入された

ことに伴い、当期から「法人事業

税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務

上の取り扱い」（平成16年2月13日

企業会計基準委員会 実務対応報

告第12号）に従い法人事業税の付

加価値割及び資本割については、

販売費及び一般管理費に計上して

おります。

 この結果、販売費及び一般管理

費が38百万円増加し、営業利益、

経常利益及び税引前中間純利益

が、同額減少しております。

 この結果、販売費及び一般管理

費が149百万円増加し、営業利益、

経常利益及び税引前当期純利益

が、同額減少しております。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末
(平成16年９月30日現在)

当中間会計期間末
(平成17年９月30日現在)

前事業年度末
(平成17年３月31日現在)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

93,663百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

85,459百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

88,984百万円

※２ 担保に供している資産 ※２    ――――― ※２ 担保に供している資産

工場財団（神戸第一工場） 工場財団（神戸第一工場）

  建    物   537百万円   建    物   590百万円

  構  築  物   472   構  築  物   458百万円

  機械及び装置   2,264   機械及び装置   2,227百万円 

建   物      67百万円   土    地     711百万円

土   地    1,567百万円

合   計     4,909百万円

担保資産に対する債務 担保資産に対する債務

買 掛 金    1,515百万円  買 掛 金    1,847百万円

長期借入金     300百万円  長期借入金     300百万円

 ３ 偶発債務  ３ 偶発債務  ３ 偶発債務

①従業員の金融機関に対する借入

金の保証をしております。

①従業員の金融機関に対する借入

金の保証をしております。

①従業員の金融機関に対する借入

金の保証をしております。

             76百万円              52百万円              65百万円

②豊年リーバ㈱の今後支払うべき

ロイヤリティについて包括債務保

証をしております。

②豊年リーバ㈱の今後支払うべき

ロイヤリティについて包括債務保

証をしております。

②豊年リーバ㈱の今後支払うべき

ロイヤリティについて包括債務保

証をしております。

             108百万円              104百万円              108百万円

※４ 消費税等の取扱

   仮払消費税等と仮受消費税等

は相殺し、流動資産の「その

他」に含めております。

※４ 消費税等の取扱

   仮払消費税等と仮受消費税等

は相殺し、流動負債の「その

他」に含めております。

   

※４    ―――――



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日)

※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目

受取利息      15百万円 受取利息       22百万円 受取利息       39百万円

受取配当金    148 受取配当金      298 受取配当金     172

賃貸料収益     32 為替差益       15

為替差益      17

※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目

支払利息      91百万円 支払利息       142百万円 支払利息       240百万円

棚卸資産処分損   30 棚卸資産処分損   144 棚卸資産処分損    166

※３ 特別利益の主要項目 ※３ 特別利益の主要項目 ※３ 特別利益の主要項目 

固定資産売却益    1百万円 固定資産売却益     3百万円 固定資産売却益    11百万円

貸倒引当金戻入益   2 貸倒引当金戻入益   3 貸倒引当金戻入益   19

関係会社株式処分益 22

国庫補助金受入益  193

※４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目

固定資産除売却損  90百万円 固定資産除却損    552百万円 固定資産除却損    639百万円

投資有価証券評価損 2 投資有価証券評価損  4 固定資産売却損    48

会員権評価損    9 会員権評価損     11 投資有価証券評価損  2

リース解約損     16 会員権評価損     35

特別加算退職金    83 リース解約損     31

生産拠点再編費用 1,577 生産拠点再編費用  758

事業整理損失     71

なお、会員権評価損に含まれる貸

倒引当金繰入額は9百万円になり

ます。

なお、会員権評価損に含まれる貸

倒引当金繰入額は28百万円になり

ます。

 ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額

有形固定資産   1,029百万円 有形固定資産    2,038百万円 有形固定資産    3,106百万円

無形固定資産    290 無形固定資産    604 無形固定資産     880



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額
有形

固定資産

(機械及

び装置)

有形

固定資産

(その他)

無形

固定資産 合計

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

取得価額

相当額
298 975 16 1,290

減価償却

累計額

相当額

64 571 11 646

中間期末

残高 

相当額

234 404 5 644

なお、取得価額相当額は、未経
過リース料中間期末残高が有形
固定資産及び無形固定資産の中
間期末残高に占める割合が低い
ため、支払利子込み法により算
定しております。

 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額
有形

固定資産

(機械及

び装置)

有形

固定資産

(その他)

無形

固定資産 合計

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

取得価額

相当額
290 1,808 17 2,116

減価償却

累計額

相当額

98 555 10 663

中間期末

残高 

相当額

191 1,253 7 1,452

同左  

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額
有形 

固定資産

(機械及 

び装置)

有形 

固定資産 

(その他)

無形 

固定資産
合計

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

取得価額 

相当額
298 1,560 17 1,876

減価償却 

累計額 

相当額

85 401 8 496

期末 

残高 

相当額

213 1,157 9 1,380

なお、取得価額相当額は、未経
過リース料期末残高が有形固定
資産及び無形固定資産の期末残
高に占める割合が低いため、支
払利子込み法により算定してお
ります。

 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年内 213 百万円

１年超 430

合計 644

なお、未経過リース料中間期末
残高相当額は、有形固定資産及
び無形固定資産の中間期末残高
に占める割合が低いため、支払
利子込み法により算定しており
ます。

 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年内 341 百万円

１年超 1,111

合計 1,452

同左  

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額

１年内 307百万円

１年超 1,073

合計 1,380

なお、未経過リース料期末残高
相当額は、有形固定資産及び無
形固定資産の期末残高に占める
割合が低いため、支払利子込み
法により算定しております。

 

 (3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 65百万円

減価償却費 
相当額

65

 

 (3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 178百万円

減価償却費
相当額

178

 

 (3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 254百万円

減価償却費 
相当額

254

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法によっております。

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

 同左

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

 同左

 (5) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件

の取得価額相当額の差額を

利息相当額とし、各期への

配分方法については利息法

によっております。

 (5)   ―――――  (5)   ―――――



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成16年９月30日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

当中間会計期間末(平成17年９月30日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前事業年度末(平成17年３月31日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  



(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

前中間会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

  

  

  

当中間会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

  

  

  

前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

  

  

  

  



(2) 【その他】 

① 当中間会計期間末後の状況 

特別に記載すべきものはありません。 

② 訴訟 

重要な訴訟事件はありません。 

③ 中間配当 

平成17年11月16日開催の当社取締役会において、第４期の中間配当金の支払に関し次のとおり決議

しました。 

 
  

  

  

中間配当金の総額 501百万円

１株当たり中間配当額 3円 00銭

支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成17年12月12日



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

(1)
有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第３期)

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日

平成17年６月29日 
関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成16年12月24日

株式会社Ｊ－オイルミルズ 

取締役社長 嶋   雅 二 殿 

 

  

 
  

 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社Ｊ－オイルミルズの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結

会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借

対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間

監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社Ｊ－オイルミルズ及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

  

新日本監査法人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士   金   田   英   成   ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士   塚   原   雅   人   ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており
ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月21日

株式会社Ｊ－オイルミルズ 

取締役社長 佐々木 晨 二 殿 

 

  

 
  

 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社Ｊ－オイルミルズの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結

会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借

対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間

監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社Ｊ－オイルミルズ及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 （セグメント情報）の【事業の種類別セグメント情報】の（注）４．「事業区分の方法の変更」に記載さ

れているとおり、事業区分を当中間連結会計期間より、従来の食品事業、その他の事業から製油関連事業、

その他の事業へ変更している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

  

新日本監査法人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士   金   田   英   成   ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士   塚   原   雅   人   ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており
ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成16年12月24日

株式会社Ｊ－オイルミルズ 

取締役社長 嶋   雅 二 殿 

 

  

 
  

 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社Ｊ－オイルミルズの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第３期事業年度の中間会

計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び

中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社Ｊ－オイルミルズの平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する

中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示している

ものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

  

 

  

新日本監査法人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士   金   田   英   成   ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士   塚   原   雅   人   ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており
ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月21日

株式会社Ｊ－オイルミルズ 

取締役社長 佐々木 晨 二 殿 

 

  

 
  

 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社Ｊ－オイルミルズの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第４期事業年度の中間会

計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び

中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社Ｊ－オイルミルズの平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する

中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示している

ものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

  

 

  

新日本監査法人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士   金   田   英   成   ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士   塚   原   雅   人   ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており
ます。
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